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3.3-1 

3.3 除じん機の取水性への影響 

取水槽には，海水中の塵芥を除去するために除じん機が設置されている。この除じん

機が基準津波による水位差により破損してそれ自体が漂流物となる可能性があるため，

取水性へ影響を及ぼすことがないことを確認する。 

 

  (1) 確認方法 

除じん機の概要は図3.3－1に示すとおりであり，多数のバケットがキャリングチェ

ーンにより接合される構造となっている。このため，入力津波の流速により生じるス

クリーン部の水位差（損失水頭）により，キャリングチェーン及びバケットが破損

し，バケットが分離して漂流物となる可能性について確認する。ここで，キャリング

チェーンは頭軸及び尾軸に端部が固定されており，その長さは約15mである。キャリン

グチェーンは2枚のプレートをピンで固定しており自由に回転可能であることから，津

波荷重の作用する方向に対し十分に柔な構造である。キャリングチェーンの構造を図

3.3－2に示す。 

基準津波の管路解析による取水槽内の流速評価位置と流速評価結果を図3.3－3に示

す。流速評価結果を踏まえ，評価に用いる流速は，取水槽除じん機エリアにおける最

大流速1.06m/sを上回る2.0m/sとし，この時の発生水位差を3.7mとする。 
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3.3-2 

図 3.3－1 除じん機の概要 

図 3.3－2 キャリングチェーンの構造 

FLOW
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3.3-3 

図3.3－3 取水槽除じん機エリアの流速評価位置と評価結果 

循環水ポンプ EL 8.8m

EL 8.5m

EL 1.1m海水ポンプ EL 4.0m

EL 0.4m

EL 11.3m

除じん装置流速評価位置

1.06(m/s) 
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3.3-4 

(2) 評価部位

キャリングチェーン及びバケットが破損し，バケットが分離して漂流物とならない

よう，キャリングチェーン及びバケット枠取付ピンを評価部位とする。 

(3) 荷重の組合せ及び許容応力評価条件

バケット枠取付ピンの荷重の組合せ及び許容応力を表3.3－1に示す。なお，キャリ

ングチェーンについては破断強度との比較を行う。

表3.3－1 荷重の組合せ及び許容応力 

荷重の組合せ＊1 許容応力状態 
許容限界＊2 

引張 せん断 曲げ 

D＋PD＋MD ⅣＡＳ 1.5・ｆt＊3 1.5・ｆｓ＊4 1.5・ｆｂ＊5

注記＊1：D：死荷重，PD：水圧荷重，MD：設計機械荷重 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

＊4：設計・建設規格 SSB-3121.1(2)に定める値 

＊5：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)e.に定める値 
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3.3-5 

(4) バケット枠取付ピン及びキャリングチェーンの評価

a. バケット枠取付ピンの応力評価

バケット枠取付ピンの構造を図3.3－4に示す。

図 3.3－4 バケット枠取付ピンの構造 

バケット枠取付ピンのせん断応力は次式で求める。 

τ=
Fat

A×n

τ ：せん断応力   ：    71 MPa 

Fat ：津波時における全荷重（1枠）   ：  70963 N 

A ：取付ピン有効せん断断面積   ：  253 mm2

n ：取付ピン本数    ：     4 本
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3.3-6 

バケット枠取付ピンの曲げ応力は次式で求める。 

Ma=
Fat

n
×L 

Ma ：曲げモーメント ： 150797 N・mm 

Fat ：津波時における全荷重（1枠） ：  70963 N 

L ：長さ  ：    8.5 mm 

n ：取付ピン本数  ：   4 本

σab=
Ma

Z

σab：曲げ応力 ：    172 MPa 

Ma ：曲げモーメント ： 150797 N・mm 

Z ：断面係数 ：    877 mm3 

バケット枠取付ピンの組合せ応力は次式で求める。 

σs=√σab
2
+3×τ2

σs ：組合せ応力 ：    212 MPa 

σab：曲げ応力 ：    172 MPa 

τ ：せん断応力  ：   71 MPa 

b. キャリングチェーンの張力評価

キャリングチェーンには，除去した塵芥による塵芥掻揚荷重，バケット枠の自重に

よる運行部荷重及び水位差によるローラとレールとの間の摩擦力による張力が作用す

る。キャリングチェーンに作用する力を表3.3－2に示す。 

表3.3－2 キャリングチェーンに作用する荷重 

塵芥掻揚荷重 17893 

運行部荷重 93363 

水位差によるローラとレールとの間の摩擦力 109782 

合計 242838＊ 

注記＊：荷重の合計値に余裕を考慮した値 

（単位：mm） 
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3.3-7 

(5) 確認結果

取水槽内の最大流速2.4m/sが作用した際の各部材における発生値と許容値の比較結

果を表3.3－3に示す。各部位に発生する最大荷重及び最大応力が許容値を下回ってい

ることから，除じん機が漂流物となることはない。 

表3.3－3 除じん機の強度確認結果 

設備 評価部位 材料 項目 発生値 許容値 

除じん機 

キャリングチェーン 引張 121419＊(N) 617000(N) 

バケット枠 

取付ピン 

せん断 71(MPa)  142(MPa) 

曲げ     172(MPa)   335(MPa) 

組合せ     212(MPa)   246(MPa) 

注記＊：キャリングチェーン1本当たりの発生値 
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3.5-1 

3.5 循環水ポンプ渦防止板の取水性への影響 

津波発生時の荷重及び余震荷重を受けた場合の循環水ポンプ渦防止板の健全性を評価

する。 

 

(1) 評価条件 

a. 取水路の管路解析により算出された基準津波による循環水ポンプ渦防止板設置箇

所の最大流速は図3.5－1に示すとおり水平方向が0.94m/s，鉛直方向が0.98m/sであ

るが，波力に対する強度評価では，保守的に水平方向・鉛直方向ともに1.0m/sを設

定し，循環水ポンプ渦防止板に作用する流体力（抗力）を算出する。 

b. 循環水ポンプ渦防止板は，漂流物の影響を受けない取水槽に設置されていること

から，流木，がれき等の影響は想定しない。 

c. 通常時水位において，図3.5－2に示すとおり循環水ポンプ渦防止板は一部が気中

に位置するが，評価においては全て水中にあると仮定する。 

d. 余震荷重として弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を適用する。 

e. 余震荷重により発生する応力の計算方法は，添付書類「Ⅵ-2-11-2-7-18 循環水

ポンプ渦防止板の耐震性についての計算書」に示す計算式と同様とする。 

 

 

水平方向最大津波流速（基準津波４）  鉛直方向最大津波流速（基準津波６） 

図 3.5－1 循環水ポンプ渦防止板設置箇所における津波最大流速 

  

0.94 (m/s) 0.98 (m/s) 
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3.5-2 

(2) 評価部位 

循環水ポンプ渦防止板は，鋼板，支持梁，ブラケット，取付ボルト（①及び②）及

び基礎ボルトから構成され，各部位に発生する荷重及び応力を評価する。各評価部位

を図3.5－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.5－2 評価部位 
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3.5-3 

(3)記号の説明 

循環水ポンプ渦防止板の評価に使用する記号を表3.5－1に示す。 

 

表3.5－1 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａｂ 

ＡＢ 

ＡＢＲ 

Ａｂ1 

Ａｂ2 

ＡＨ 

ＡＶ 

ＡＷＢｊ 

ＡＷＢＲｊ 

ＡＷＰ 

ＢＢ 

ＢＢＲ 

ＣＤ 

ＣＨｉ 

ＣＶ 

Ｆ ＊ 

ＦＤＨ 

ＦＤＶ 

ＦＨ 

 

ＦＶ 

 

g 

ＨＢ 

ＨＢＲ 

ＬＢ 

ＬＢＲ 

ＬＣ 

ＬＬ 

ＬＵ 

Ｌｇｈ 

 

Ｌｇｖ 

 

基礎ボルトの呼び径断面積 

支持梁の断面積 

ブラケットの断面積 

取付ボルト①の呼び径断面積 

取付ボルト②の呼び径断面積 

抗力が作用する投影面積（水平方向） 

抗力が作用する投影面積（鉛直方向） 

支持梁のせん断断面積＊2 

ブラケットのせん断断面積＊2 

鋼板のせん断断面積 

支持梁の幅 

ブラケットの幅 

抗力係数 

水平方向設計震度＊1 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

津波により鋼板に生じる流体力（水平方向） 

津波により鋼板に生じる流体力（鉛直方向） 

循環水ポンプ渦防止板に作用する単位面積当たりの水平地震荷

重 

循環水ポンプ渦防止板に作用する単位面積当たりの鉛直地震荷

重 

重力加速度（＝9.80665） 

支持梁の高さ 

ブラケットの高さ 

支持梁の支持点間長さ 

ブラケットの長さ 

鋼板の支持点間長さ 

鋼板の下側はね出し長さ 

鋼板の上側はね出し長さ 

評価上水平方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルト間距

離 

評価上鉛直方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルト間距

離 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

m2 

m2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

MPa 

N 

N 

N/mm2 

 

N/mm2 

 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

 

mm 
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3.5-4 

記号 記号の説明 単位 

ｍＢ 

ＭＢｊ 

ＭＢＲｊ 

ＭＰ 

Ｎａｂ 

Ｎｂ1 

Ｎｂ2 

ｎａｂ 

ｎａｈ 

 

ｎａｖ 

 

ｎｂ1 

ｎｂ2 

Ｑａｂ 

ＱＢｊ 

ＱＢＲｊ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

ＱＰ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

ｔＢＲｆｌｇ 

ｔＢＲｗｅｂ 

ｔｆｌｇ 

ｔＰ 

ｔｗｅｂ 

Ｕ 

Ｖ 

ｗｋ 

ＺＢｊ 

ＺＢＲｊ 

ＺＰ 

γ 

θ 

θ1 

ρ 

σａｂ 

支持梁の単位長さ当たりの質量 

支持梁に生じる曲げモーメント＊2 

ブラケットに生じる曲げモーメント＊2 

鋼板に生じる曲げモーメント 

基礎ボルトに生じる引張力 

取付ボルト①に生じる引張力 

取付ボルト②に生じる引張力 

基礎ボルトの本数 

評価上水平方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本

数 

評価上鉛直方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本

数 

支持梁１本当たりの取付ボルト①の本数 

ブラケット１体当たりの取付ボルト②の本数 

基礎ボルトに生じるせん断力 

支持梁に生じるせん断力＊2 

ブラケットのウェブに生じるせん断力＊2 

取付ボルト①に生じるせん断力 

取付ボルト②に生じるせん断力 

鋼板に生じるせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

ブラケットのフランジの厚み 

ブラケットのウェブの厚み 

支持梁のフランジの厚み 

鋼板の厚み 

支持梁のウェブの厚み 

鉛直方向津波流速 

水平方向津波流速 

鋼板に作用する単位長さ当たりの荷重＊3 

支持梁の断面係数＊2 

ブラケットの断面係数＊2 

鋼板の断面係数 

鋼材の密度 

鋼板の取付角度 

支持梁の取付角度 

海水密度 

基礎ボルトに生じる引張応力 

kg/mm 

N･mm 

N･mm  

N･mm 

N 

N 

N 

本 

本 

 

本 

 

本 

本 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

m/s 

m/s 

N/㎜ 

mm3 

mm3 

mm3 

kg/mm3 

° 

° 

kg/m3 

MPa 
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3.5-5 

記号 記号の説明 単位 

σＢ12 

σＢＣ 

σＢｊ 

σＢＲ12 

σＢＲＣ 

σＢＲｊ 

σｂ1 

σｂ2 

σＰＣ 

σＰ 

τａｂ 

τＢ12 

τＢｊ 

τＢＲ12 

τＢＲｊ 

τｂ1 

τｂ2 

τＰ 

支持梁に生じる組合せ曲げ応力 

支持梁に生じる組合せ応力 

支持梁に生じる曲げ応力＊2 

ブラケットに生じる組合せ曲げ応力 

ブラケットに生じる組合せ応力 

ブラケットに生じる曲げ応力＊2 

取付ボルト①に生じる引張応力 

取付ボルト②に生じる引張応力 

鋼板に生じる組合せ応力 

鋼板に生じる曲げ応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

支持梁に生じる組合せせん断応力 

支持梁に生じるせん断応力＊2 

ブラケットに生じる組合せせん断応力 

ブラケットに生じるせん断応力＊2 

取付ボルト①に生じるせん断応力 

取付ボルト②に生じるせん断応力 

鋼板に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa  

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

i＝1：NS方向 

i＝2：EW方向 

i＝3：UD方向 

 

＊2：添字 jの意味は，以下のとおりとする。 

j＝1：支持梁又はブラケットの強軸方向 

j＝2：支持梁又はブラケットの弱軸方向 

 

＊3：添字 kの意味は，以下のとおりとする。 

k＝1：鋼板の面外方向 

k＝2：鋼板の面内方向 
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3.5-6 

(4) 荷重の組合せ及び許容応力 

循環水ポンプ渦防止板の荷重の組合せ及び許容応力状態を表3.5－2に示す。許容応

力状態は津波の繰り返しの来襲を想定し，許容応力状態ⅢＡＳとする。また，循環水

ポンプ渦防止板の評価部位に対する許容応力及び使用材料の許容応力評価条件を各々

表3.5－3及び表3.5－4に示す。 

また，算出した各応力に基づき，以下に示す組合せ応力を評価する。 

 

a. 鋼板，支持梁及びブラケット 

各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組合せ応力が許容曲げ応

力 fｂｍ以下であること。 

 

 津波及び弾性設計用地震動Ｓｄに

よる荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

fｓｍ 
 

許容曲げ応力 

fｂｍ 
・1.5

1.5

Ｆ
 

 

b. 取付ボルト及び基礎ボルト 

ボルトの引張応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，

ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]   

 

せん断応力はせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 
津波及び弾性設計用地震動Ｓｄによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
∙1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5∙√3
∙1.5 

 

 

 

 

 

 

・1.5
31.5・

Ｆ
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3.5-7 

表 3.5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

機器名称 耐震重要度分類 荷重の組合せ*1,*2 許容応力状態 

循環水ポンプ渦防止板 Ｃ Ｄ＋津波荷重＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

注記＊1：Ｄは固定荷重を示す。また，Ｓｄは余震荷重を示す。 

＊2：固定荷重が津波荷重を緩和する方向に作用する場合，保守的に組み合わせない。 

表 3.5－3 許容応力 

許容応

力状態 

許容限界

（ボルト以外） 

許容限界

（ボルト） 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ1 1.5・ｆｓ1 

ｆｓ：設計・建設規格 SSB-3121.1(2)に定める値 

ｆｂ：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)に定める値 

ｆｔ1：設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 

ｆｓ1：設計・建設規格 SSB-3131.1(2)に定める値 
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3.5-8 

表 3.5－4 許容応力評価条件 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

循環水 

ポンプ 

渦防止板 

鋼板 

周囲

環境

温度 

40 175 480 

支持梁 

周囲

環境

温度 

40 175 480 

ブラケット 

周囲

環境

温度 

40 175 480 

取付ボルト① 

周囲

環境

温度 

40 175 480 

取付ボルト② 

周囲

環境

温度 

40 175 480 

基礎ボルト 

周囲

環境

温度 

40 175 480 

Ｓｙ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

Ｓｕ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

Ｓｙ(ＲＴ)：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃における値 
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(5) 固有周期の算出及び設計用地震力の設定

a. 固有周期の算出

循環水ポンプ渦防止板の固有周期の算出は，添付書類「Ⅵ-2-11-2-7-18 循環水

ポンプ渦防止板の耐震性についての計算書」の「4. 固有周期」に示す方法で実施

する。計算の結果，表3.5－5に示すとおり，水平方向（NS方向）及び鉛直方向の固

有周期は0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，水平方向（EW

方向）の固有周期は0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。 

表 3.5－5 固有周期 

水平方向（NS方向） 

水平方向（EW方向） 

鉛直方向 

b. 設計用地震力の設定

評価に用いる設計用地震力を表3.5－6に示す。弾性設計用地震力Ｓｄは，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-

2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

表3.5－6 循環水ポンプ渦防止板 設計用地震力 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 

＊2

＊2

水平（NS）： 

水平（EW）： 

鉛直     ： ＊2

減衰定数(%) 水平：2.0  鉛直：2.0 

設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

1.83＊3 0.92＊4,＊5 1.58＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：１次固有周期について記載 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペク

トルにより得られる震度

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｄ）により得られる設計震度 

＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度 

（単位：ｓ） 
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3.5-10 

(6) 循環水ポンプ渦防止板に作用する流体力と評価部位に発生する荷重の計算 

循環水ポンプ渦防止板のうち鋼板に津波が作用することを想定し流体力を算出し

た。流体力の算出にあたり，保守的に水平方向津波による最大流体力と鉛直方向津波

による最大流体力を同時に受けるとして計算する。 

 

a. 鋼板に作用する流体力（以下「抗力」という。）は次式より求める。評価結果を

表3.5－7に示す。 

Ｆ
DH
=
1

2
Ｃ

D
∙ρ∙Ｖ

2
∙Ａ

H
 

Ｆ
DV
=
1

2
Ｃ

D
∙ρ∙Ｕ

2
∙Ａ

V
 

 

表3.5－7 津波により作用する抗力 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

抗力係数（平板）ＣＤ 2.01＊ 

海水密度ρ(kg/m3) 1030 

水平方向津波流速Ｖ(m/s) 1.0 

鉛直方向津波流速Ｕ(m/s) 1.0 

抗力が作用する投影面積（水平方向）ＡＨ(m2) 46.6 

抗力が作用する投影面積（鉛直方向）ＡＶ(m2) 27.0 

抗力（水平方向）ＦＤＨ(N) 48238 

抗力（鉛直方向）ＦＤＶ(N) 27950 

注記＊：「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007年）」より

保守的に最大となる値を設定 
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(7) 鋼板の評価 

a. 鋼板に発生するせん断応力 

鋼板の面外方向に作用する荷重に対してはね出し単純梁として抵抗するため，発生

するせん断力ＱＰ及びせん断応力τＰは次式より求める。図3.5－3に鋼板の計算モデ

ル図を示す。ただし，ＬＵ＜ＬＬである。また，算定条件を表3.5－8に示す。 

 

 

図3.5－3 鋼板の計算モデル図 

 

Ｑ
P
=

ｗ1∙(ＬL
＋Ｌ

C
)
2
－ｗ1∙ＬU

2

2∙Ｌ
C

－ｗ1∙Ｌ
L
  

ｗ1={(ＦDH
∙ sinθ Ａ

H
⁄ +Ｆ

DV
∙ cosθ Ａ

Ⅴ
⁄ ) 

+√(Ｆ
H
∙sinθ)

2
+(Ｆ

V
∙cosθ)

2
-g∙γ∙tp∙cosθ} ∙Ｌ

B
 

Ｆ
Ｈ
=Ｃ

Ｈ1
∙g∙γ∙ｔ

Ｐ
 

Ｆ
Ｖ
=Ｃ

Ｖ
∙g∙γ∙ｔ

Ｐ
 

τP=
Ｑ

P

Ａ
WP

  

 

 

 

 

 

Ｌ
L
 

Ｌ
C
 

Ｌ
U
 

θ 

鋼板の面外方向 

荷重作用方向 

Ｆ
Ｖ

 

Ｆ
Ｈ

 

ＦDH 

ＬC 

単純梁（はね出し梁）モデル 

ＬL ＬU 

循環水ポンプ渦防止板（断面図） 

ｗ
１

 

Ｆ
DV

 

鋼板の 

面内方向 
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3.5-12 

表3.5－8 鋼板に発生するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

鋼板の上側はね出し長さＬＵ(mm) 

鋼板の支持点間長さＬＣ(mm) 

鋼板の下側はね出し長さＬＬ(mm) 

鋼板の取付角度θ(°) 

鋼板の密度γ（kg/mm3） 7.98×10-6 

鋼板の厚みｔP（mm） 12 

鋼板のせん断断面積ＡＷＰ(mm2) 103200 

支持梁の支持点間長さＬＢ（mm） 8185 

b. 鋼板に発生する曲げ応力

鋼板の単位長さ当たりに発生する曲げモーメントＭＰ及び曲げ応力σＰは次式より

求める。ただし，ＬＵ＜ＬＬである。また，算定条件を表 3.5－9 に示す。 

Ｍ
Ｐ
=Max(

ｗ
1
∙Ｌ

L

2

2
,
ｗ

1
∙(Ｌ

L
+Ｌ

C
)
2
-ｗ

1
∙Ｌ

U

2

2∙Ｌ
C

∙
Ｌ

C

2
-
ｗ

1

2
∙ (Ｌ

L
+
Ｌ

C

2
)
2

)

σ
Ｐ
=

Ｍ
Ｐ

Ｚ
Ｐ

Ｚ
Ｐ
=

Ｗ
P
∙tp

2

6

表3.5－9 鋼板に発生する曲げモーメント及び曲げ応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

鋼板の断面係数ＺＰ(mm3) 196440 

c. 組合せ応力

鋼板に作用する組合せ応力σＰＣを次式より求める。

σ
ＰＣ

＝√σ
Ｐ

2
＋3∙τ

Ｐ

2
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(8) 支持梁の評価 

a. 支持梁に発生するせん断応力 

支持梁は，ブラケットにより支持される単純梁として抵抗する。支持梁1本当たり

が負担する鋼板に作用する板面外力により発生するせん断力ＱＢ1，ＱＢ2及びせん断応

力τＢｊは次式より求める。ただし，ＬＵ＜ＬＬである。図3.5－4に支持梁の計算モデ

ル図を示す。また，算定条件を表3.5－10に示す。 

 

図3.5－4 支持梁の計算モデル図 

ＵＤ方向 

支持梁 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ矢視図 Ｂ－Ｂ矢視図 

支持梁 

Ｂ 

Ｂ 

断面図 

ＱＢ１の作用方向 

ＬＢ 

ＬＢ 

ＱＢ２の作用方向 

ｗｋ 

ＬＢ 

Ｌ
Ｌ

 

Ｌ
Ｃ

 

Ｌ
Ｕ

 

θ 
せん断力 

作用方向 

ＱＢ１ 

ＱＢ２ 

荷重作用方向 

ＦＶ 

ＦＨ 

ｗＦ 

単純梁モデル 

循環水ポンプ渦防止板拡大（断面図） 

支持梁の断面モデル 

ａ－ａ矢視図 

ｗ1の作用方向 

（強軸方向） 

ｗ
2
の作用方向 

（弱軸方向） 

ＮＳ方向 

ａ 

ａ 
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Ｑ
B1
＝

ｗ
1

2
∙(Ｌ

L
＋

Ｌ
C

2
)＋g∙ｍ

B
∙(√(Ｃ

H1
∙sinθ)

2
＋(Ｃ

V
∙cosθ)

2
－cosθ)×

Ｌ
B

2
 

Ｑ
B2
＝

ｗ
2

2
∙(Ｌ

L
＋

Ｌ
C

2
)＋g∙ｍ

B
∙(√(Ｃ

H1
∙cosθ)

2
＋(Ｃ

V
∙sinθ)

2
＋sinθ)×

Ｌ
B

2
 

 

ｗ2={(ＦDH
∙ cosθ Ａ

H
⁄ +Ｆ

DV
∙ sinθ Ａ

Ⅴ
⁄ ) 

+√(Ｆ
H
∙cosθ)

2
+(Ｆ

V
∙sinθ)

2
+g∙γ∙tp∙sinθ} ∙Ｌ

B
 

 

τBj=
Ｑ

Bj

Ａ
WBj

 

τB12=√τB1
2＋τB2

2 

 

表 3.5－10 支持梁に発生するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

支持梁の支持点間長さＬＢ(mm) 8185 

支持梁の単位長さ当たりの質量ｍＢ(kg/mm) 0.187 

支持梁のせん断断面積ＡＷＢ１(mm2) 4344 

支持梁のせん断断面積ＡＷＢ２(mm2) 15200 

 

 

 

b. 支持梁に発生する曲げ応力 

支持梁に生じる曲げモーメントＭＢｊ及び曲げ応力σＢは次式より求める。また，

算定条件を表 3.5－11に示す。 

Ｍ
Bj
=
Ｑ

Bj
∙Ｌ

B

4
 

σ
Bj
=
Ｍ

Bj

Ｚ
Bj

 

σ
B12

=σ
B1
+σ

B2
 

Ｚ
B1
=
{Ｈ

B

3
∙Ｂ

B
-(Ｈ

B
-2∙tflg)

3
∙(Ｂ

B
-tweb)} 12⁄

Ｈ
B
2⁄

  

Ｚ
B2
=
{2∙Ｂ

B

3
∙tflg+tweb

3∙(Ｈ
B
-2∙tflg)} 12⁄

Ｂ
B
2⁄
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3.5-15 

 

表 3.5－11 支持梁に発生する曲げモーメント及び曲げ応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

支持梁の高さＨＢ(mm) 400 

支持梁の幅ＢＢ(mm) 400 

支持梁のフランジの厚みｔｆｌｇ(mm) 19 

支持梁のウェブの厚みｔｗｅｂ(mm) 12 

支持梁の断面係数ＺＢ１(mm3) 2997500 

支持梁の断面係数ＺＢ2(mm3) 1013600 

 

c. 組合せ応力 

支持梁に作用する組合せ応力σＢＣを次式より求める。 

σ
ＢＣ

＝√σ
Ｂ12

2
＋3∙τ

Ｂ12

2
   

 

(9) ブラケットの評価 

a. ブラケットに発生するせん断応力 

支持梁より伝達されるせん断力がブラケットに生じるせん断力となるため，せん断

力ＱＢＲｊ及びせん断応力τＢＲは次式より求める。図3.5－5にブラケットの計算モデ

ル図を示す。また，算定条件を表3.5－12に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.5－5 ブラケットの計算モデル図 

 

Ｑ
BRj

=Ｑ
Bj
 

τBRj=
Ｑ

BRj

Ａ
WBRj

 

τBR12=√τBR1
2＋τBR2

2 

 

片持ち梁モデル 

循環水ポンプ渦防止板（断面図） 

ＬＢＲ 

Ｌ
ＢＲ

 

Ｑ
ＢＲｊ

 

ブラケットの断面モデル 
ａ－ａ矢視図 

ｗ
1
の作用方向 

（強軸方向） 

ｗ
2
の作用方向 

（弱軸方向） 
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表3.5－12 支持梁に作用するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

ブラケットのせん断断面積ＡＷＢＲ１(mm2) 4344 

ブラケットのせん断断面積ＡＷＢＲ２(mm2) 15200 

 

b. ブラケットに発生する曲げ応力 

ブラケットに発生する曲げモーメントＭＢＲj及び曲げ応力σＢＲjは次式より求め

る。また，算定条件を表 3.5－13に示す。 

Ｍ
BRj
=Ｑ

BRj
∙Ｌ

BR
 

σ
BRj
=
Ｍ

BRj

Ｚ
BRj

 

σ
BR12

=σ
BR1

＋σ
BR2

 

Ｚ
BR1

=
{Ｈ

BR

3
∙Ｂ

BR
-(Ｈ

BR
-2∙tBRflg)

3
∙(Ｂ

BR
-tBRweb)} 12⁄

Ｈ
BR

2⁄
  

Ｚ
BR2

=
{2∙Ｂ

BR

3
∙tBRflg+tBRweb

3∙(Ｈ
BR
-2∙tBRflg)} 12⁄

Ｂ
BR

2⁄
 

 

表 3.5－13 ブラケットに作用する曲げモーメント及び曲げ応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

ブラケットの長さＬＢＲ(mm) 440 

ブラケットの高さＨＢＲ(mm) 400 

ブラケットの幅ＢＢＲ(mm) 400 

ブラケットのフランジの厚みｔＢＲｆｌｇ(mm) 19 

ブラケットのウェブの厚みｔＢＲｗｅｂ(mm) 12 

ブラケットの断面係数ＺＢＲ１(mm3) 2997500 

ブラケットの断面係数ＺＢＲ２(mm3) 1013600 

c. 組合せ応力 

ブラケットに作用する組合せ応力σＢＲＣを次式より求める。 

σ
ＢＲＣ

＝√σ
ＢＲ12

2
＋3∙τ

ＢＲ12

2
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(10) 取付ボルト①の評価 

a. 取付ボルト①に発生する引張応力 

はね出し梁である鋼板の支持点荷重が取付ボルト①に作用する引張力となるため，

取付ボルト①の引張力Ｎｂ１及び引張応力σｂ１は次式より求める。ただし，ＬＵ＜ＬＬ

である。また，算定条件を表 3.5－14に示す。 

Ｎ
b1
=

ｗ∙(Ｌ
L
+Ｌ

C
)
2
-ｗ∙Ｌ

U

2

2∙Ｌ
C
∙ｎ

b1

 

σ
b1
=
Ｎ

b1

Ａ
b1

 

 

表3.5－14 取付ボルト①に発生する引張力及び引張応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

取付ボルト①の呼び径 M20 

支持梁１本当たりの取付ボルト①の本数ｎｂ１(本) 16 

取付ボルト①の断面積Ａｂ１(mm2) 314 

 

b. 取付ボルト①に発生するせん断応力 

取付ボルト①に発生するせん断力Ｑb１及びせん断応力τb１は，次式より求める。 

Ｑ
b1
＝ｗ

2
∙(Ｌ

L
＋

Ｌ
C

2
) ｎ

b1
⁄  

τb1=
Ｑ

b1

Ａ
b1

 

 

(11) 取付ボルト②の評価 

a. 取付ボルト②に発生する引張応力 

単純梁である支持梁の支持点荷重が取付ボルト②に作用する引張力となるため，取

付ボルト②の引張力Ｎｂ2 及び引張応力σｂ2 は次式より求める。また，算定条件を表

3.5－15に示す。 

Ｎ
b2
=

Ｑ
B1

ｎ
b2

 

σ
b2
=

Ｎ
b2

Ａ
b2
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3.5-18 

表3.5－15 取付ボルト②に発生する引張力及び引張応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

取付ボルト②の呼び径 M20 

ブラケット１体当たりの取付ボルト②の本数ｎｂ２(本) 16 

取付ボルト②の断面積Ａｂ２(mm2) 314 

 

b. 取付ボルト②に発生するせん断応力 

取付ボルト②に発生するせん断力Ｑｂ2及びせん断応力τｂ2は，次式より求める。 

Ｑ
ｂ2
＝

Ｑ
Ｂ2

ｎ
ｂ2

 

τ
ｂ2
＝

Ｑ
ｂ2

Ａ
ｂ2

 

 

  (12) 基礎ボルトの評価 

a. 基礎ボルトに発生する引張応力 

基礎ボルトに発生する引張力Ｎａｂ及び引張応力σａｂは次式より求める。図 3.5－6

に基礎ボルトの計算モデル図を示す。また，算定条件を表 3.5－16に示す。 

 

図 3.5－6 基礎ボルトの計算モデル図 

 

Ｎ
ａｂ

＝
Ｍ

ＢＲ1
∙cosθ1+ＭＢＲ2

∙sinθ1

ｎ
ａｈ

∙Ｌ
ｇｈ

+
Ｍ

ＢＲ1
∙sinθ1+ＭＢＲ2

∙cosθ1

ｎ
ａｖ

∙Ｌ
ｇｖ

  

σ
ａｂ
＝

Ｎ
ａｂ

Ａ
ａｂ

 

 

 

θ
１
 

Ｌ
ｇｈ

 

Ｌ
ｇｖ

 

28



3.5-19 

表3.5－16 基礎ボルトに発生する引張力及び引張応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

評価上水平方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルト

間距離Ｌｇｈ(mm) 
700 

評価上鉛直方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルト

間距離Ｌｇｖ(mm) 
600 

評価上水平方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルト

の本数ｎaｈ(本) 
4 

評価上鉛直方向引張力を受けるとして期待する基礎ボルト

の本数ｎaｖ(本) 
4 

支持梁の取付角度θ１(°) 

基礎ボルトの呼び径 M20 

基礎ボルトの呼び径断面積Ａａb(mm2) 314 

b. 基礎ボルトに発生するせん断応力

基礎ボルトに発生するせん断力Ｑａｂ及びせん断応力τａｂは次式より求める。また，

算定条件を表 3.5－17に示す。 

Ｑ
ａｂ
＝

√Ｑ
ＢＲ1

2
＋Ｑ

ＢＲ2

2

ｎ
ａｂ

τ
ａｂ
＝

Ｑ
ａｂ

Ａ
ａｂ

表3.5－17 基礎ボルトに発生するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

ブラケット 1 体当たりの基礎ボルト本数ｎａｂ(本) 12 
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(13) 評価結果

循環水ポンプ渦防止板に発生する応力を表 3.5－18 に示す。発生応力は，許容応力

以下であることから，津波発生時の荷重及び余震荷重に対して循環水ポンプ渦防止板

の健全性は確保されることを確認した。 

表 3.5－18 評価結果一覧 

循環水ポンプ 

渦防止板 

評価部位 材料 項目 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

鋼板 

せん断 1 101 

曲げ 120 201 

組合せ 120 201 

支持梁 

せん断 14 101 

曲げ 157 175 

組合せ 159 175 

ブラケット 

せん断 14 101 

曲げ 34 175 

組合せ 42 175 

取付ボルト① 
引張 17 131 

せん断 16 101 

取付ボルト② 
引張 12 131 

せん断 12 101 

基礎ボルト 
引張 86 131 

せん断 22 80 
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